
担当部局課名 契約名 契約年月日
契約金額

（円）

自治法施行令第167条の2

第1項該当号

静岡県財務規則施行通達

第23該当項目
随意契約理由

危機情報課
令和８年度「耳で聴くハザード

マップ」サービス
2026/4/1

東京都新宿区新小川町1番14号飯田橋リープレッ

クス・ビズ7F
Uni-Voice事業企画株式会社 \2,376,000 第2号 (1)タ

視覚障がい者のための情報環境改善を目的としたサービスを提供できる独自アプリは他に無く、本

サービスの提供を行えるのは、当該サービスを開発したUni-Voice 事業企画株式会社のみのため

危機対策課

令和８年度静岡県防災情報共有

システムのクラウド基盤利用契

約

2026/4/1 静岡市駿河区登呂三丁目1番1号 株式会社SBS情報システム \14,520,000 第2号 (1)タ

本契約の対象は、既契約により構築したシステム基盤を使用するためのライセンス使用料である。

ライセンスの取得に係る契約は、本契約を締結した業者を代理店として契約するほかに方法がない

ため。

消防保安課
静岡県消防防災ヘリコプター電

子部品提供業務
2026/4/1 東京都江東区新木場四丁目7番45号 株式会社海外物産 \26,449,500 第2号 (1)タ

静岡県消防防災ヘリコプターに装備されている米国ハネウェル社製の電子部品交換について、同社

の日本代理店は株式会社海外物産のみであり、他に代替性はないため。

消防保安課
令和8年度救急安心電話相談窓

口(#7119)運営業務委託
2026/4/1

神奈川県横浜市青葉区青葉台一丁目5番2号ライオ

ンズマンション青葉台第5-314号
オフイスポケツト株式会社 \33,517,000 第2号 (1)ツ 公募型企画提案方式による受託者選定を実施した結果、契約予定者として選定されたため。

消防保安課

令和8年度危険物取扱者免状及

び消防設備士免状に関する業務

委託

2026/4/1 東京都千代田区霞ヶ関1丁目4番2号 一般財団法人消防試験研究センター \15,949,468 第2号 (1)タ

一般財団法人消防試験研究センターは、危険物取扱者試験及び消防設備士試験を実施する全国で唯

一の総務大臣指定機関であり、試験と免状作成を同じ機関が実施することにより、円滑な免状交付

が可能となる。

消防保安課
令和8年度高圧ガス等免状交付

事務委託
2026/4/1 東京都港区虎ノ門4丁目3番13号 高圧ガス保安協会 \2,067,021 第2号 (1)タ

高圧ガス保安協会は、高圧ガス等免状試験を実施する全国で唯一の経済産業大臣指定機関であり、

免状作成を同一機関に委託することにより、円滑な免状交付が可能となる。

原子力安全対策課
令和８年度Exbird（改）衛星通

信サービス契約
2026/4/1 愛知県名古屋市東区東桜一丁目1番10号 NTTドコモビジネス株式会社 \5,727,480 第2号 (1)タ

Exbirdサービスに関する代理店契約をスカパーJSAT株式会社と結び、同サービスが提供する衛星通

信網を利用した機器の保守及び約款の範囲外の仕様を用いたシステムの保守ができる事業者が他に

いないため。

原子力安全対策課
固定型衛星通信システム設備・

機器保守業務委託契約
2026/4/1 愛知県名古屋市東区東桜一丁目１番10号 NTTドコモビジネス株式会社東海支社 \2,303,400 第2号 (1)タ

Exbirdサービスに関する代理店契約をスカパーJSAT株式会社と結び、同サービスが提供する衛星通

信網を利用した機器の保守及び約款の範囲外の仕様を用いたシステムの保守ができる事業者が他に

いないため。

原子力安全対策課
原子力防災資機材総合管理シス

テム
2026/4/1 東京都中野区本町４ʷ38ʷ13 株式会社構造計画研究所 \2,732,400 第2号 (1)タ

内閣府で本システムの運用等に関する入札を実施しており、道府県はその落札業者と契約を行うよ

う指示があったため。

環境放射線監視センター
ハウジングサービス／マネージ

メントサービス利用契約
2026/4/1 愛知県名古屋市中区錦一丁目10番1号 中部テレコミュニケーション株式会社 \4,231,920 第2号 (1)タ

現行の放射線測定データ監視システムでは、収集したデータの保全のため、当センターのほか、

サーバーを契約相手方が運営するデータセンターに設置しており、その利用に係る本サービスには

代替性がないため。

環境放射線監視センター
モニタリングポスト保守点検

（水準）業務委託契約
2026/4/1 静岡県静岡市葵区栄町3番1 富士電機株式会社 静岡営業所 \6,050,000 第2号 (1)タ

当該機器は高度に特殊な技術で製造されており、技術的に他業者による保守点検は不可能であるた

め。

環境放射線監視センター

スカパーJSAT ExBirdサービス

及びJSATレンタルサービス利用

契約

2026/4/1 東京都港区赤坂1ʷ8ʷ1 スカパーJSAT株式会社 \13,569,600 第2号 (1)タ
現行の放射線測定システムにおける衛星回線利用にあたっては、システム機器の整備上、契約相手

方のサービスのみ利用可能なため。

消防保安課

令和8年度静岡県消防防災ヘリ

コプターAW139 JA139R FMS

データベース更新業務

2026/4/16 静岡県静岡市葵区栄町1番地の3 静岡エアコミュータ株式会社 \4,477,000 第2号 (1)タ
当業務の実施による運航の影響を最小限とするため、当機の運航整備委託を受託し、駐機場所であ

る静岡ヘリポートで業務を行うことができる同社を採用した。

危機対策課

令和8年度静岡県防災情報共有

システム孤立集落対策改修業務

委託

2026/4/24 静岡市駿河区登呂三丁目1番1号 株式会社SBS情報システム \22,396,000 第2号 (1)タ

本契約の内容は、運用中の既存システムの改修である。システム障害を発生させることなく業務を

実施する必要があり、本業務を履行できる業者は、システム体系や仕様に精通する既存システム開

発業者のみであるため。

消防保安課

令和８年度静岡県消防防災ヘリ

コプター 気象レーダーコント

ローラー修繕業務

2026/5/13 静岡県静岡市葵区栄町1番地の3 静岡エアコミュータ株式会社 \8,903,400 第2号 (1)タ

当該作業を安全かつ滞りなく実施できるのは、県防災ヘリコプターの駐機場所を提供し、活動拠点

を共に静岡ヘリポートに構え、年間の運航整備を委託する静岡エアコミュータ株式会社のみである

ため、単独見積りとする

消防保安課

令和８年度静岡県消防防災ヘリ

コプター ＤＣＵ（Data 

Collection Unit）修繕業務

2026/5/22 静岡県静岡市葵区栄町1番地の3 静岡エアコミュータ株式会社 \7,902,400 第2号 (1)タ

当該作業を安全かつ滞りなく実施できるのは、県防災ヘリコプターの駐機場所を提供し、活動拠点

を共に静岡ヘリポートに構え、年間の運航整備を委託する静岡エアコミュータ株式会社のみである

ため、単独見積りとする

環境放射線監視センター
緊急時用高線量計に係る衛星回

線使用契約
2026/5/1 東京都港区海岸1ʷ7ʷ1 ソフトバンク株式会社 \18,559,200 第2号 (1)タ

現行の緊急時用高線量計における衛星回線利用にあたっては、通信機器の整備上、当該契約相手方

のサービスのみ利用可能なため。

危機情報課

令和8年度富士山火山防災対策

協議会降灰対策ガイドライン作

成業務委託

2026/6/24 静岡市葵区呉服町1-2 株式会社建設技術研究所静岡事務所 \35,959,000 第2号 (1)ツ
大規模降灰対策の検討には高度な専門的技術が必要になることから、広範かつ高度な知識と豊富な

経験を有している者から技術提案を受け、プロポーザル方式により業者を選定したため。

環境放射線監視センター
ダストモニタ保守点検（監視）

業務委託
2026/6/1 東京都福生市大字熊川1642番地26 応用光研工業株式会社 \3,044,800 第2号 (1)タ

当該機器は応用光研工業㈱が製造した放射能測定機器であり、高度に特殊な技術で製造されている

ため、技術的に他業者による保守点検は不可能であるため。

環境放射線監視センター
緊急時用高線量計緊急保守点

検・運用支援業務委託
2026/6/5 石川県野々市市二日市１ʷ76 株式会社松浦電弘社 \3,267,000 第2号 (1)タ

当該機器は、株式会社松浦電弘社が製造した放射線測定機器等で構成されており、測定機や機器制

御用のソフトウェアについては同社独自の技術が用いられており、他業者による実施は困難である

ため。

環境放射線監視センター 大気モニタ保守点検業務委託 2026/6/24 静岡県掛川市南２丁目１-１９ アロカ株式会社 掛川営業所 \2,806,980 第2号 (1)タ

当該機器はアロカ株式会社が製造した放射線測定機器であり、高度に特殊な技術で製造され、保守

点検やバージョンアップ等には専門の知識及び技術が必要であり、他者が行うことは困難であるた

め。

環境放射線監視センター
走行サーベイシステム保守点検

業務委託
2026/6/24 石川県野々市市二日市１ʷ７６ 株式会社松浦電弘社 \2,431,000 第2号 (1)タ

当該装置一式は、株式会社松浦電弘社が製造した放射線測定機等で構成されており、同社独自の技

術が用いられていることから、他者による保守点検は困難であるため。

契約相手方


